
都道府県名 岩手県 市区町村名

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

514 18,901,103 ○ － － ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

682 32,598,386 ○ － － ○

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,568 75,606,957 ○ － － ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,004 114,685,177 ○ － － ○

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3,182 229,646,226 ○ － － ○

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5,846 449,115,943 ○ － － ○

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

162 13,943,367 ○ － － ○

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

15 551,500 14 451,500

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

40 2,049,000 38 1,989,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業を
具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してくだ
さい。

個人・法人を区別することが
できない

平成23年に発生した東日本大震災津波に対する復興支援や、被災した遺児・孤児に対する基金への寄附が急増
したため、平成23年度以降の実績額が増加しているものと考えられる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくださ
い。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

全国各地から本県への寄附があるため、県内だけではなく、東日本全域など、広範囲における広報を行っている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
いわての学び希
望基金積立金

836,858 62,366

２
防潮林再生緊急
調査事業費

4,404 2,614

３
被災者台帳システ
ム運営費

2,475 1,469

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

【経済面での効果】
積立金に多くの寄附が集まることで多くの遺児・孤児に給付事業を行うことができる。

【経済面以外での効果】
「いわての学び希望」は、被災した子どもたちが大人になるまで支援を行う長期的事業であることから、一度寄附をし
た寄附者は、毎年寄附をするなど、長きにわたり本県に目を向けるようになること。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふるさ
と納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ふるさと納税ワンストップ特例制度の開始により、申請書の管理・発送等が必要となり、事務負担が増加している。ま
た、制度開始初年度ということもあり、特に寄附者の住所地の市区町村への通知等を問題なく行えるか不安があると
ころである。
なお、寄附者の住所地の市区町村での寄附金控除の負担軽減を図るため、岩手県で受け入れを行っているふるさ
と納税ワンストップ特例制度の対象の寄附について、税務課にて取りまとめのうえ、一括して通知を行う予定である。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ以
外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

岩手県HP内にふるさと納税のページを設け、そこから寄附実績等を記載したパンフレットをダウンロードできるように
している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

制度の改正がある度に新たな事務が発生し、コストの増大につながるというデメリットもある反面、寄附者に対し、寄
附に対するお礼状のほか、県の復興状況や寄附金の活用状況を報告することにより、「岩手県のファン」を獲得しや
すくなるという利点がある制度であると考えている。

現段階では未定



【以上】

本県では、上記８のとおり、当初から総務大臣通知の趣旨に沿った対応をしているものと考えていることから、返礼品
の見直しは行っておらず、また、現段階では見直しを行う予定もない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

返礼品を送付している。
【理由】寄附者への謝意を示すため、必要最小限の返礼品の送付を行っているもの。なお、ふるさと納税の趣旨に
鑑み、高額な特産品等の送付は行っていないものであること。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

１回に１万円以上の寄附を行った寄附者に対し、盛岡市及び東京にあるアンテナショップで利用できる５％の割引
証を送付している。
【理由】寄附者への謝意を示すことを目的に、ふるさと納税の趣旨の範囲内において、必要最小限の返礼品の送付
を行うこととしているため。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 盛岡市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

18 924,000 15 871,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

15 834,000 14 804,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

36 3,729,000 35 3,699,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

25 919,000 25 919,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

17 3,151,000 16 3,150,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

35 2,886,000 35 2,886,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

24 3,650,500 22 3,590,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

21 2,940,000 21 2,940,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

32 2,500,800 31 2,486,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ｂ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

国体開催に向けた競技施設の整備や
周知イベントの開催将来の盛岡を担う人材の育成うるおいのある公園・街路樹の確保

③②①

寄附者の意向に沿った有効な活用ができるよう，ふるさと納税を財源として実施する事業や，過去の活用実績をパンフレットやホームページで具体的に明示し
ている。都市部に流れる税収を確保し，地方財政格差を是正するため，，首都圏に在住する出身者の集い等の機会に重点的にＰＲしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

件数については，東日本大震災があった平成23年度，全国的なふるさと納税ブームが起こった平成26年度が飛躍している。金額については，平成
20・21・22・24・26年度は100万円を超える高額寄附者がいたこと，平成23年度は復興支援を目的とした寄附が多かったことにより，2～300万円台と
なっている。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
子ども科学館ＩＬＣ誘

致啓発事業
999,000 300,000

２ 先人教育推進事業 797,811 195,000 調整中

３
東北六魂祭継続開催
に係る負担金 5,000,000 100,000

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設により，寄附者の寄附控除手続きの簡素化が図られたと思われる一方で，ワンストップ特例制度の利用者は予想より少
ない。特例制度の説明のチラシを市ホームページに掲載しているが，寄附者にとって制度を有効に活用していただけるよう，よりわかりやすい周知方法を研究
して参りたい。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市公式ホームページ・広報誌・盛岡市ふるさと納税パンフレットを活用して公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

地方で育った若者の都市への流出が増えている昨今，成人になるまでの行政サービスは地方で受け，社会人になった後の税金は都市に納めるという，地方の
税収流出問題は深刻な問題と考える。地方財政格差を是正するため，ふるさと納税制度を周知することは，大いに地方の活性化につながる効果があると考え
る。今後も，寄附者にとって魅力的な寄附先自治体として選ばれるよう寄附の活用事業や返礼品等を研究しながら，首都圏に在住する出身者の集いへのＰＲを
積極的に行って参りたい。

・経済面での効果
震災復興のため，東北六魂祭の継続開催に係る負担金を実行委員会へ支出した。東北六魂祭継続開催により，市内商業施設の経済発展に効果を生み出す
ことを期待する。

・経済面以外での効果
小中学校の全学級に掲示する「先人カレンダー」を作成するなど先人教育推進事業のほか，先人教育の一環として県内小中学生対象の啄木短歌俳句大会を
行った。ＩＬＣ誘致啓発事業の一環として子ども科学館へ，子どもにも分かりやすいＩＬＣ関連の展示物の制作設置を行った。盛岡の歴史やの科学的可能性に触
れる機会を増やすことで，盛岡の資源に興味や愛着を持つ子どもを増やし，将来の盛岡を担う人材の育成につながることを期待する。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

各自治体の返礼品においては，特産品の競争が激化している一面はあり，寄附制度本来の趣旨から逸脱するとしたら望ましくはないが，一方で地域産業の振
興という利次的な効果も見受けられるので，必ずしも否定的には考えていない。当市では，これまで返礼品として特産品等の贈呈は行っていなかったが，地場
産品の提供拡大による影響等を考察しながら，総務大臣通知等を踏まえ，良識を持った適切な対応を研究して参りたい。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

返礼品を送付している。寄附を通して，市に足を運んでもらうことを目的としている。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

市内教育関連施設入館券，観光パンフレット，市福祉施設で作成したペーパーウェイト等を用意している。制度開始当初から現在までは，市
を応援する寄附制度本来の趣旨との兼ね合いから，寄附金は事業に重点的に活用することとし，返礼品は粗品程度としてきた。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 宮古市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

107 5,472,340 104 4,732,430

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

120 6,049,226 117 5,031,226

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

259 14,117,221 253 13,059,221

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

214 22,254,899 210 22,169,899

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

217 20,345,589 210 19,620,089

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

505 72,804,824 489 56,592,806

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 250,000 4 150,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 463,000 5 393,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

14 445,000 14 445,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

特にしていない。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

東日本大震災により寄附額、件数ともに大幅増となった。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 市民文化会館改修 41,600 15,125 津波遺構保存 7,045 7,045

２ 児童館移設 10,963 10,963
復興推進スポーツ
チャレンジ

5,000 5,000

３
仮設リアスハー
バー艇庫等管理

3,382 3,382 田老分署災害復旧 137,700 4,836

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

特例控除の上限額の引上げは、地方にとっては非常に有利に働いている。ワンストップ特例制度については、4月1
日以降の寄附からが対象であるためか、申請件数はそれほど多くない。平成28年以降は増えると思われる。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

行っている。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

寄附をいただくだけではなく、当市を知ってもらう、来てもらう、住んでもらう機会。

・経済面での効果
※　震災により増加した事業費への対応

・経済面以外での効果
※　震災からの復興

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

平成27年10月下旬を目途に寄附に対するお礼として特産品を贈呈する予定で現在準備中。あくまでもお礼であ
り、華美にならないようにする予定。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

お礼品合戦の様相を呈している感が否めないことは非常に残念である。

これまで返礼品は送付していないが、平成27年10月下旬を目途に寄附に対するお礼として特産品を贈呈する予定
で現在準備中

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

未定

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 大船渡市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,914 38,088,698 ○ 2,911 38,069,698 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

64 3,091,627 ○ 62 3,087,627 ○

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

166 21,489,411 ○ 161 21,479,411 ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

156 13,563,086 ○ 150 13,550,086 ○

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

186 19,580,945 ○ 180 19,560,945 ○

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

292 42,454,002 ○ 291 42,354,002 ○

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 190,000 6 190,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 220,000 7 220,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 320,000 8 320,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成23年度は東日本大震災の支援で、平成27年度はお礼品贈呈及びクレジット決済の開始により増加したと考える。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

大船渡市出身で東京都及びその近県等に在住する皆さんで組織している「首都圏さんりく大船渡人会」の集いや同会員への広報誌でＰＲしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 感染症予防事業 88,858 10,935 出産祝金支給事業 4,000 2,975

２ 道路・水路維持補修 110,776 6,077
一般廃棄物試験
分別収集事業

17,015 2,210

３ 広報大船渡発行事業 16,249 1,590 道路・水路維持補修 105,300 1,891

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
　具体的な金額の算定は困難である。

・経済面以外での効果
　納税者の意向を尊重しつつ、各般の施策展開が可能となっている。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ふるさと納税ワンストップ特例制度について、納税者の利便性向上が見込まれる一方、制度活用を希望する方が
30％弱にとどまるにもかかわらず、極めて多くの事務量が発生している。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

ホームページ及び広報紙により、受入額実績や活用状況を公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

出身地やかかわりの深い自治体を応援するというふるさと納税の趣旨を踏まえながら、寄附金額の増大を図り、貴
重な自主財源の確保を図ることはもとより、市内産品など地域資源の発信手段としても有効に活用していきたい。



【以上】

返礼品の対応は平成27年度から開始したところであり、制度趣旨を最大限に尊重し、高額な品物は対象としていな
い。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

大震災から４年余りが経過し、復興計画の５年目という節目を迎え、地域資源の効果的な発信を通じて地域産業の
復興の一助に資するため、平成27年度から返礼品の送付を行っている。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

市内の特産品で、事業者から提供申出があったものを用意している。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 花巻市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6,144 68,823,499 6,130 68,428,499

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

77 1,985,000 76 1,975,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

282 6,820,346 280 6,510,346

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

34 4,120,000 33 3,620,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

25 2,315,000 24 1,815,000

⑤　平成23年度の寄附額の実績

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

27 3,010,000 27 3,010,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

23 1,115,000 23 1,115,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13 4,413,500 12 4,363,500

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

17 681,000 17 681,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

・在京人会総会開催時に、参加者へのリーフレット配布を実施
・記念品提供企業の展示会出展時や、観光協会が参加するイベントにおけるPR

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

H26.7.1 　 10,000円以上の寄附者について、記念品の送付を開始
H26.12.1  寄附金のクレジットカード決済（Yahoo!公金支払い）開始
H27.1.16　ふるさと納税ポータルサイト「ふるさとチョイス」での寄附申出受付開始
H27.4.1　　記念品贈呈の寄附額見直し（5,000円から）とし、記念品の品数を23品から145品に拡充
H27.6.1　　ふるさとチョイスとYahoo!公金支払いの連携開始
H27.9.1　　記念品を4品追加
上記のとおり、平成27年度より、市内で生産・製造・販売されている特産品を記念品として送付し始めるとともに、、
品数の拡充を図ったほか、クレジットカード決済導入等による寄附者の手続きにおける利便性向上等を行ったこと
がH26、H27における実績額の増加につながっていると考えられる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
イーハトーブ養育
センター整備事

10,826 1,815 未定

２ 産業情報発信事業 25,000 1,270 未定

３
賢治のまちづくり
推進事業

5,693 1,156 未定

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

③②①

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

花巻市ホームページにおいて、年度別の受入額実績や活用状況、寄附者の氏名掲載を行っている。
広報誌においても、4月から６月を目安として、前年度の受入実績や活用事業、寄附者の氏名公表を行っている。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税に対する返礼品の贈呈により、制度への取り組みに対する注目が集まっていることから、引き続き花巻
市へのＰＲや来訪者増加のために活用するとともに、受け入れた寄附の使い途についても、現状からの見直しを行
う。

・経済面での効果
　明確な効果については把握できていないが、事業実施にかかる財源の一部を確保する効果があった。

・経済面以外での効果
　養育センターの整備による機能強化や市内の産業情報を多くの人に直に提供する機会の提供による、市内の産業に関する
理解の深める効果、市を代表する偉人である宮沢賢治に関する理解を深めるとともに、市外からの誘客を増やす効果が期待さ
れる。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。



【以上】

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

特例控除額の引き上げにより、ふるさと納税を通じた地方への所得再配分が促進されていることについては、歓迎
すべき点であるが、ワンストップ特例制度については、年末まで3か月となった中で、12月31日までに納付された寄
附額により、各自治体への通知を行わなければならないことから、確定申告の時期までに、控除を税情報に反映で
きるかどうか、不安な点が残る。マイナンバー制度の施行が平成28年1月となっているが、マイナンバー制度と寄附
者のひも付がシステム上で可能となる段階まで導入を待ってもよかったのではと考える。
ワンストップ特例制度の広報に関しては、市ホームページへ手続きの方法を掲載している。。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

市のＰＲに資するもの、市への来訪者増の効果をねらうものを、総務大臣通知を踏まえた上で記念品の選定を行っ
た。
今後の見直しについては、制度上の動きがある都度見直しを行うこととしている。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

ワンストップ特例制度における自治体間のやり取りや、住民税控除への反映事務について、短期間での膨大な事
務処理が生じる可能性があることから、事務量削減の手法を検討・提示してほしい。

寄附者への御礼と、花巻市の特産品や観光資源である温泉等を広くＰＲし、また市内事業者における生産活動の
活性化等を図るため、記念品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

米、野菜、雑穀等の農産物、白金豚、ほろほろ鳥、花巻黒ぶだう牛等の肉製品、ワイン、日本酒、加工食品、菓子、
工芸品、市内温泉宿泊券、航空券（札幌、大阪、福岡発着）と市内温泉宿泊券のセット、衣服、工業製品等

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 北上市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10,611 112,152,202 ○ 10,591 111,867,202 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,639 27,990,505 2,628 27,720,505

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12,531 139,767,017 12,490 137,622,017

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

56 2,932,000 46 2,332,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

46 4,022,000 36 2,375,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

50 4,286,000 44 2,453,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

46 2,956,057 38 1,140,200

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

27 46,722,000 25 46,712,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

33 2,243,000 28 2,143,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと応援寄附金制度の周知と特典の充実から年々増加傾向にある。また増加の要因としては、H26.6以降はク
レジットによる納付を開始した効果が大きいと考えている。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

HP、facebook、パンフレット、ふるさと会会報等に掲載。首都圏の物産展等でチラシ配布。北上市は販路拡大の面から、ふるさ
と納税に御礼の品を付けているため、ふるさと納税をPRのため、物産展等でもパンフレット等を配布している。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
小学校施設整
備改修事業

28,850 1,572
ふるさと便PR事
業

100,000 48,024

２
多子世帯医療
給付事業

6,759 559
地域づくり交付
金

37,655 11,879

３
市民と行政の
パートナーシッ
プ推進事業

3,989 500
和賀西中学校
プールろ過機更
新事業

10,217 10,044

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
➣市内の事業者からお礼の品を直接買い取りをしているため、買い取った分、地域に流れる仕組みになっている。
➣売り上げが伸びたことで、新たな設備投資に繋がった事業者があった。
➣障がい者施設の商品の売り上げが伸びたことで、障がい者の工賃が上がった事業者。
※　○○円の経済効果があった等、雇用創出効果（○○人の雇用に繋がった等）など
・経済面以外での効果
※　人的交流の増加（来訪者数が年間○○人増えた、来訪者の平均滞在日数が○○日増えた等）、市町村で作成している広報誌（市町村行政情報）等を定
期的に送付する送付先の増加（○○人増えた等）、ふるさと納税に関する取組により政策立案手続への住民や職員の意識の高まりがあったことなど

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

　今回の税制改正を受けて、ふるさと納税が広く浸透してきているように感じるが、周知のしづらさ、事務手続きの煩雑さを考え
るとワンストップ特例ではなく、そのまま確定申告のやり方でも良かったと思われる。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

HP上で特定のページを設け、受入実績や活用状況の公表を行っている。ただ、後者については活用目的別のみ
である。上記４のような実施事業別までの詳細については、寄附者へ「報告書」を作成し送付する予定である。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

　産業振興の面で言えば、御礼の品を贈呈することは、モノやカネが流れる仕組みになっており、市内の中小企業や農家の支
援にもつながっている。今後については、使い道について広くPRし、共感から寄附につなげられるよう考えていきたい。



【以上】

　高額特典について、募集する際には、事業者に説明しながら取り扱うこととしている。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

　ふるさと納税で特典として流通したことから、翌年も同じ特典を希望されることも多く、販路拡大につながっている。そのことか
ら、事業者からふるさと納税がいつかなくなってしまうことに不安を感じている事業者多い。ぜひとも、ふるさと納税の制度を継
続してほしい。

返礼品を送付している。地元の農畜産物・物産・観光サービス等を直接PRする良い機会ととらえているため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

　主な物で、農畜産物、工業製品、観光である。選定の基準として、市内で生産されたもの・製造されたもの・提供されているも
のとし、市内の事業者から提供してもらうこととしている。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 久慈市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,751 21,656,458 1,748 21,616,458

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

39 1,704,000 39 1,704,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,074 14,555,100 1,073 14,545,100

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

65 4,318,010 63 4,018,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

51 2,888,000 50 2,883,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

100 18,016,000 98 17,506,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12 607,000 12 607,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 347,000 8 347,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 555,000 9 545,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度から大きく伸びているが、記念品（返戻品）の贈呈を開始したためと思われる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

寄付金の使い道を６つの区分で選択できるようにしている。分野にすることで選択しやすいように配慮したもの。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 災害対策事業 37,398,000 7,500,000 未定

２

朝の連続テレビ小
説「あまちゃん」支
援推進協議会負担
金

12,000,000 2,562,000 未定

３ 福祉バス運行事業 3,874,000 2,185,100 未定

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

　効果については、数値的示すことは難しいが、例えば、２による観光客の増加により大きな経済効果を生んでいる
と捉えており、今後も持続させてたいと考えている。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

税制改正により、寄附件数は増えているものと捉えており、寄附しやすい環境が整ってきていると思われる。一方
で、「ワンストップ特例制度」については、申請制度となっているが、制度周知が不十分なところがあり、不必要な方
が申請をされていたり、申請が必要なことを認識していない方もおり、更なるPRが必要と考えている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

市HPにおいて、各年度の実績額や活用状況（充当事業等）を毎年公表している。また、市広報において寄附件数
を毎月公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税は当市にとっては震災復興を含め、大きな財源となっている。また、記念品（返戻品）制度を設けたこと
により、地域の物産のPRとなるほか、地域への経済効果も高いものと捉えている。今後、地方創生を進めるうえで
も、重要な財源となるものと捉えている。



【以上】

元々過度な返戻品は用意していないと認識しているが、通知を踏まえて７月に記念品の見直し（対象額の引き下げ
等）を行ったところである。今後についても寄附者の声や他市の状況を勘案して見直しを行っていきたい。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

最近のふるさと納税については、返戻品合戦になっている傾向にあることから、本来の「ふるさとを応援したい」とい
う納税者の思いを活かすことができるような要素も残すべきであると考えます。

記念品（返戻品）を送付しているが、より多くの方に寄附をしていただくためと、市内の物産の販路拡大のために実
施している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

海のもの（海産物）から山のもの（短角牛など）まで数多くの種類を揃えており、市内の意欲のある事業者から公募し
て選定している。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 遠野市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

29 1,363,000 25 703,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

24 2,997,017 20 1,997,017

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

48 14,588,017 42 13,058,017

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

48 20,861,279 33 13,551,279

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

39 13,317,080 29 11,705,060

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

144 30,347,306 114 23,162,306

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

43 23,332,500 28 18,202,500

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

76 23,991,000 18 16,692,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

32 17,762,500 16 10,930,500

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

　東日本大震災直後の平成22～23年度に復興支援や後方支援を目的とした寄附金が増加したが、平成26年度以降は通常
の実績額に戻りつつある。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

　毎年継続的に寄附してくださる方が多いため、寄附金を活用した事業等の使途報告を毎年行うほか、公表を可とした寄附者
については広報紙で紹介している。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
復興支援事業
費

2,601 2,482
看護保育安心
サポート事業費

13,744 1,000

２
遠野いわてっこ
生産拡大促進
事業費

3,019 500
まつり振興事業
費

17,350 200

３
保健福祉セン
ター管理費

32,032 200
復興支援事業
費

8,001 148

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

　市民や市出身者を中心とした方々の市政への参画。
　観光客等の外部の意見の反映（寄附の際にご意見・ご感想を頂くことが多い）。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

　寄附者の利便性等が図られ、寄附金額の向上にもつながることである。制度周知が課題であり、配布されたパン
フレット等も活用しながらＰＲしていく。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

　毎年、５月までに受入額実績と活用状況を公表している（記者懇談会、広報紙、ＨＰを活用）。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

　都市から地方へお金が流れ、過疎地域の振興の一助になっている。今後、企業（法人）にも広がることは歓迎して
おり、積極的なＰＲと共に、個人からの寄附金も含め一過性で終わらせない取り組みが必要と感じている。



【以上】

　返戻品を送付しておらず、特に見直しは行っていない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

　返戻品の過熱化により、本来の目的（自分に関わりのある自治体への寄附金）が薄れつつある。自治体への応援
としてのふるさと納税と、特産品による地域振興は分けて議論されるよう、制度設計や運用について検討してほし
い。

　返戻品は送付していない。本市を応援してくださる方からの貴重なご寄附やご意見を募集しており、返戻品を目
的とした一過性の収入は期待していない。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 一関市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

40 822,000 38 802,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

68 4,740,000 65 2,230,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

128 78,723,000 124 52,043,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

85 4,155,000 80 3,473,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

55 1,785,000 53 1,725,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

93 15,381,000 88 4,811,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

31 3,325,000 28 2,279,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

26 2,319,724 26 2,319,724

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

32 2,360,120 32 2,360,120

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

首都圏で開催される市出身者の集いにパンフレットを送付している。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

23年度の大幅増は復興支援、近年の増加傾向はふるさと納税に対する関心が高いと考えられる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
中学生最先端
科学体験事業

2,211 2,211
文化財標柱・解
説板整備事業

2,360 2,360

２
国民体育大会
選手強化指導
者育成事業

1,305 1,305
中学生最先端
科学体験事業

2,287 2,287

３
命をつなぐプロ
ジェクト事業

1,276 1,276
国民体育大会
選手強化指導
者育成事業

1,407 1,407

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ふるさと納税のパンフレットに郵便振込用紙をつけているが、返礼品や充当先事業、ワンストップ特例の利用の有
無などを全て記載できるようにして、寄附者の負担を軽減している

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

ホームページにて寄附状況を常時開示している他、年１回広報で公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

地方の財源不足を補うための制度であったはずである。返礼品を目当てに、財源不足にあえぐ地方の住民がふる
さと納税を行うことは、本末転倒ではないか。

・　未来を担う人材育成に寄与している。
・　中学生に最先端の科学技術に触れる機会を設け、北上高地へのＩＬＣ誘致に向けた機運の醸成と、学習意欲の向上に結びついている。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

多少の入れ替えはあるものの、返礼品は2,000円相当としていく。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

返礼品のあり方について、もっと規制を行うべき。返礼品目当ての寄附者が増えているという現状は制度の趣旨と
はかけ離れている。

寄附者への感謝の気持ちとして、返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

・寄附者の自己負担分（2,000円）相当の物産

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 陸前高田市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3,130 40,772,236 ○ 3,127 40,726,236 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 590,000 16 590,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

15 864,000 15 864,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 420,000 8 420,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

震災後は受付を休止、H27.7より再開（クレジット決済対応、お礼品数の増）

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

寄附金の使途を明示、専用ホームページサイト開設、ふるさと納税サイト「ふるさとチョイス｝の活用

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ ふるさと納税の受付を休止していたため該当なし

２ ふるさと納税の受付を休止していたため該当なし

３ ふるさと納税の受付を休止していたため該当なし

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

・ふるさと納税制度は、被災地にとって非常に有効な事業であるが、復興事業の最盛期でもあり職員不足の状況下
においては、特例制度に係る事務負担増が懸念材料である。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

平成20～22年度分は公表していない、平成２７年度分からは公表する予定。理由：平成20～21年度については、
寄附金額が少額であるため、事業への充当はしていなかったが、平成22年度は事業充当を行い、年度末に公表す
る予定であったが、東日本大震災の影響により公表できなかった。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

震災から５年目を迎え、地域の産業も回復傾向にあることから、「地域産業の後押し」、「地域情報の発信に伴う交
流人口の拡大」そして、「震災の風化を防ぐ」意味からも有益な事業と考え、今年７月１日から受付を再開している。
今後も３つの考え方を基本として、地方創生に有効な事業に活用していく方針である。

   未 定 



【以上】

見直す予定はありません。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

特になし

返礼品を送付している。　理由：地域産業の後押しに直接つながるため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

水産物、水産加工品、飲料水、お菓子、工芸品など75種類（市内で生産、製造されている生産物及び市内で生産
された原材料を使用して生産された加工品に限定）

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 釜石市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

199 62,465,778 ○ -

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

136 57,570,842 ○ -

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

345 89,804,278 ○ -

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

412 74,464,478 ○ -

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

525 214,423,711 ○ -

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

955 2,064,060,521 ○ -

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

36 57,179,139 ○ -

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

57 42,799,991 ○ -

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

48 65,781,850 ○ -

○

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

市のホームページにてふるさと納税を財源として実施した事業を公開している。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

震災直後、件数及び金額が大幅に増加し、その後は減少している。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 基金積み立て 基金積み立て

２ 基金積み立て 基金積み立て

３ 基金積み立て 基金積み立て

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ふるさと納税ワンストップ特例制度については、自治体の事務が煩雑になったと感じている。
平成27年度税制改正については、総務省のふるさと納税ポータルサイトを活用して周知を図っている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

各年度の件数及び金額、活用状況を市のホームページで公表している

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

平成27年10月からふるさと納税に対する地元産品の返礼を開始しました。返礼品を地元産品に限定することで六
次産業化を促進します。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

釜石市では平成27年10月より返礼を開始しましたので、今後運用をしていく上で適宜見直しをする予定です。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

平成27年10月からふるさと納税に対するお礼の気持ちを表すとともに六次産業化を促進するために地元産品の返
礼を開始しました。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

六次産業化を促進するために地元産品に限定しています。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 二戸市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,022 18,346,500 ○ 1,015 17,886,500 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

386 5,868,000 ○ 383 4,738,000 ○

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2,041 45,495,000 ○ 2,031 44,055,000 ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

488 7,398,500 ○ 480 6,598,500 ○

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

127 5,681,500 ○ 121 3,501,500 ○

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

41 2,987,000 ○ 38 2,897,000 ○

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

19 2,802,000 ○ 17 1,772,000 ○

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

30 7,420,000 ○ 23 1,146,000 ○

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

30 1,518,000 ○ 27 1,378,000 ○

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成2６年度の寄附の増加は、12月にクレジットカード決済を導入によるもので、これが飛躍的な増加につながった
と考えている。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

二戸市出身者の会（ふるさと会）、同窓会等でふるさと納税の案内をする。
ゆかりのある方にも、ふるさとの支援をお願いできたらと思ったため。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
市民協働推進
事業

17,431 市民協働推進事業 14,256

２
敬老会開催事
業

8,650 敬老会開催事業 7,396

３ 学力向上事業 4,628 学力向上事業 7,251

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
※　記念品購入に係る直接効果　H25　1,884千円　⇒　H26　11,011千円
　この11,011千円は市内で製造する商品の販売価格であることから、間接効果、二次波及効果を含めると、15,000千円以上の経済効果があったと考えられ
る。
　
・経済面以外での効果
※　少数ではあるがリピーターも増加傾向であり、また、りんごオーナー権のように交流型の記念品にも応募があることから、人的な交流のきっかけとなってい
る。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ワンストップ特例制度は、正直寄附者、自治体の両立場にとってあまり便利な制度とは言いがたいと思う。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

公表を行っている。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

せっかくいただいたご寄附なので、よりよい市の発展のためにも、貴重な財源として慎重にかつ有効的に扱っていき
たい。
また、地方にはとても有りがたい制度だと考えている。



【以上】

これまで通り、返礼品の取扱いには、引き続き注意を払っていくつもりである。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

送付している。
納税者への感謝の意を示すため。二戸市選りすぐりの品を手にしていただくことで、二戸市への関心をもっていた
だくため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

三大ミート（豚、鶏、牛）、果物、日本酒、南部せんべい、はちみつ。
地元民からも愛されていて、かつ市外の方にも誇れる商品。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 八幡平市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 230,000 6 230,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 615,000 7 615,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13 930,000 13 930,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 1,630,000 8 1,630,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 1,375,000 7 1,375,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 1,165,000 10 1,165,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13 11,345,000 13 11,345,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12 480,000 12 480,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

15 895,000 15 895,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成２２年度を除いては、件数、金額ともに大きな増減はなく、毎年寄附金額100万円ほどで推移している。
平成２２年度は、高額寄附（１千万円）が１件あったため、金額が大きくなっている。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

八幡平ふるさと会（出身者の集いの会）でＰＲをしている。
制度の趣旨からも、出身者に寄附をお願いすることが最も効果があると考えるため。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
自然公園保護管理
委託事業 9,460 1,585

高齢者及び障害者
にやさしい住まいづ
くり推進事業

800 380

２
図書館図書資料購
入費 2,706 45 図書館管理事業 23,953 320

３
自然公園保護管理
委託事業

17,020 230

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
　現状では、寄附金額が少ないため、経済効果を期待することは難しい。

・経済面以外での効果
　市のまちづくりに共感していただき、市を応援してくれる人が増えることを期待している。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

寄附者のメリットになるので良いと思う。市ホームページで制度の概要と申請書等を掲載している。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

公表していない。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税制度の趣旨を踏まえながら、市の物産品や農畜産物を広くＰＲする手段として、また地域活性化の手
段として活用できれば良いと考えている。



【以上】

今のところ返礼品を送付していないため、見直しを行っていない。また、見直しを行う予定もない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

ふるさと納税本来の趣旨を尊重し、返礼品は送付していない。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 奥州市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,955 75,146,400 1,945 74,476,400

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 310,000 5 310,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

437 11,468,000 430 10,962,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

23 2,220,000 23 2,220,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 1,620,000 16 1,620,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

27 2,370,000 25 2,170,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13 1,660,500 13 1,660,500

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

19 1,794,000 18 1,752,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

36 6,501,000 35 6,202,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成27年１月より謝礼品返礼を開始したことにより、平成２６年度以降実績が増加。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

謝礼品返礼の取組をHP等でPRしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
児童福祉総務
費（政策）

142,280 1,237 未定

２
社会福祉総務
費（政策）

53,231 1,058

３
地域ブランド推
進事業

7,599 800

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

充当により市の財政負担の改善に寄与しているが、個別事業を選択できる体制になっていないため、今後寄附者が独自の事業を選択できる方式を検討した
い。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ふるさと納税の利便性やメリットが向上した。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

HP、市広報誌で受入額実績について公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

奥州市の魅力を広く発信できるチャンスと捉えている。



【以上】

特に見直しは行っておらず、今後も予定は無いが、事業者提案等があった場合、随時品目を拡大していく。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

奥州市の魅力を全国に発信するため、返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

市内事業者による、当市のPRにつながる特産品（前沢牛、江刺りんご、南部鉄器等）

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 滝沢市

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

68 1,733,000 68 1,733,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 190,000 5 190,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 255,000 10 255,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 198,000 5 198,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2 110,000 2 110,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 395,000 7 395,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4 70,000 4 70,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 210,000 5 210,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 170,000 5 170,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

返礼品を充実したこと及びインターネットでの寄附ができる環境を整えた。12月からはクレジットカードでの寄附も開始予定

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成２７年８月１日から返礼品を充実し、かつインターネットでふるさと納税ができるようになったことにより多く集まった。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

【該当なし】 （単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 基金積み立て 基金積み立て

２ 基金積み立て 基金積み立て

３ 基金積み立て 基金積み立て

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

制度改正により多くの方から寄附が集まりかつ寄附者の恩恵もひろげれ、自治体としては住民サービスの向上につ
なげる努力が必要でありまた新たな特産品の開発の後押し等を推し進め自治体の活性化につなげたい。新聞・テ
レビのほかインターネットなど多くのメディアが取り上げることで認知度が更に上がっている。ワンストップ特例は寄附
申込みの際に選択の機会を与える環境を整えたい。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

今までは少額であり公表は行ってこなかったが、寄附額が多額になってきたことにより公表方法を熟慮し、広報誌
及びホームページで公表していく。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税制度により全国の方々に滝沢市及び特産品等をアピールし、住民サービスの向上と生産者の意欲の
向上を図り、魅力と活気のある自治体にしていきたい。

・経済面での効果
※　約70万円の地域経済効果があり、また市の収入も約100万円の増となった。今後も年度を通して増加が見込まれる。

・経済面以外での効果
※　返礼品を充実することで、少しずつではあるが滝沢市に目が向けられ認知度が全国的に広がった。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

総務大臣通知の範囲内で返礼品を選定していると考えており、始めたばかりであり今しばらくは見直し等はせず返
礼品目の増加に努め、市内の産業育成も考えながら取組みたい。その後に社会の動向を踏まえ見直しの必要性を
判断したい。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

地域の特産品が多い地域ほど寄附金が集まる制度であり、当初の目的（出身地へ寄附）からは少しずれてきている
と感じるが、現行の制度をうまく活用し地域活性化及び特産品の売り込みによる新たな財源確保により、住民サー
ビスの向上に努めて行きたい。できれば大都市圏の人との交流の場を設け、ふるさと日本の再発見の制度に繋が
ればとも考える。現実は、若者は都会へ、そして介護老人は地方へとの国の考えが見え隠れし、「地方創生」の在り
方を考えさせられる。

現在のふるさと制度のもとでは、返礼品がある（充実している）自治体が多額の寄附を集めているのが実態であり、
当市も返礼品を充実させかつ生産者の意欲の向上に努めるとともに住民サービスの向上も図っていきたい。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

肉、果物、お菓子、木工品、陶芸品等。市内で生産され特色はあるが大量販売できないものを中心に選定。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 雫石町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

557 7,272,001 549 7,082,001

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

23 595,000 22 585,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

46 2,288,000 41 1,418,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

68 4,293,000 51 2,182,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

49 3,502,000 46 2,002,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

47 3,040,500 45 1,740,500

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

44 2,964,000 41 1,514,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

34 3,370,000 29 800,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

17 2,937,000 14 237,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度は大雨災害により寄附金が増加、平成27年度からは事務の見直しで増加

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

寄附金の使途を12種に細分化している（寄附金の使途に対する意向を具体的に反映させるため）

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
域コミュニティ
形成推進事業

11,407 1,590 未定

２
地域保健福祉
推進事

34,076 330 未定

３
つどいの広場
交流事業

847 273 未定

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
※　特になし

・経済面以外での効果
※　各地域において、自治会等の組織づくりや多様化する地域の課題を解決していく活動、福祉活動や子育て環境の整備を支援し町全体の共助の活性化。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ワンストップ特例制度の申請は自己申告によるため、申請者が実際には確定申告が必要だった場合に、特例の取り消しをする時期の判断及び通知方法など
細部の調整に関するガイドが不足している。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

広報や町ホームページで実績報告をしている

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税をひとつのツールとして交流人口の拡大や定住促進の推進を図っていく



【以上】

平成27年４月１日の総務大臣通知に沿って判断している

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

ふるさと納税を通じて地域の活性化を図るため返礼品を送付している

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

町の特産品である農産物及び町に関係する観光物産品等

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 葛巻町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

34 745,000 22 445,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 1,390,000 4 1,350,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

36 2,175,000 24 1,950,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 1,270,000 4 220,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 810,000 8 780,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

18 560,000 4 500,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

14 270,000 6 85,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11 405,000 4 340,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13 120,000 2 30,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ｂ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度から返礼品贈呈を開始したことにより、寄附件数が増えた。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

新エネルギー導入に関する事業森林の保全と資源循環に関する事業

③②①

首都圏等で開催されるイベント等でチラシを配布したり、お盆や年末年始など帰省者向けに広報や町の自主放送テレビで周知を図っている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 基金積み立て 基金積み立て

２ 基金積み立て 基金積み立て

３ 基金積み立て 基金積み立て

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

　税制改正による影響は、本町では特段ないと思われる。ワンストップ納税の申告書には返信用封筒を添えるなど、
できるだけ納税者の負担がないように取り組んでいる。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

　納税額は広報で毎月公表しているが、毎年ふるさと納税を財源に事業を実施しているわけではなく、基金として
積み立てている状況である。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

　町の重要な財源となる他、ふるさと納税をきっかけとした都市と農村の交流や返礼品による産業の振興など、多く
の可能性があると考えており、積極的に推進したい。



【以上】

　１年に複数回納税する方もあり、返礼品を選べるしくみを検討中。あくまでも謝礼、納税記念としながらも、納税者
の方に喜ばれ、また町づくりに効果がある形で行う方針。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

　ふるさと納税に対する町からの感謝の気持ちと、納税の記念として送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

町の産業振興の観点から、ワイン、乳製品など町の特産品ギフトのセットを送付している。ワインは納税者の氏名入
りラベルとし、納税の記念となるよう工夫している。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 岩手町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

24 785,000 23 780,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

14 2,850,000 12 2,840,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

29 3,632,000 25 3,612,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

17 3,342,000 16 3,312,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

14 1,072,000 14 1,072,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 1,212,000 16 1,212,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

20 11,282,028 20 11,281,028

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

15 1,060,000 15 1,060,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11 885,000 11 885,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

ふるさと会の総会の際にＰＲチラシを配布している。年１回開催しており、直接担当職員がＰＲできるため。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

件数及び合計金額は若干の増化傾向。22、25、26年度の増は金額の大きいものが１件ずつあったことによる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 教育振興事業 84,330 2,260 教育振興費 96,989 2,300

２ 高齢者福祉事業 392,871 720 高齢者福祉事業 347,140 720

３ 健康増進事業 53,923 600 健康増進事業 57,370 600

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ふるさと納税制度の活用推進につながっていると考える。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

ＨＰではふるさと納税のＰＲ、広報誌ではふるさと会の総会の記事のページに前年度の寄附件数、寄附総額を掲載している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

当町出身者にふるさとに意識を向けてもらうとともに、出身者以外にも当町をＰＲする機会としても活用したいと考える。

・経済面での効果
※　学校図書の少ない学校への書籍の補充を早期に行うことができ学校教育の充実につながった。

・経済面以外での効果
※　健康福祉、子育て支援を施策の重点項目とし町づくりをしている当町のＰＲにもつながると考える。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

制度の拡充によりふるさと納税への関心が高まり、年度内に数回に分けて寄附する等様々なケースが出てきているため、今年度中に返礼品
の取り扱いについて見直しを行う予定。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

送付している。特典という観点ではなく、ふるさとに対する寄附をしてくれた方への感謝のしるしとして送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

季節の野菜等の詰め合わせを送付している。当町は野菜産地であるため、ふるさとを感じてほしいという視点から選択。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 紫波町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4 1,180,000 4 1,180,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2 1,020,000 2 1,020,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

15 2,505,000 15 2,505,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 1,730,000 9 1,730,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 1,285,000 6 1,285,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

14 1,430,000 14 1,430,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 21,180,000 5 21,180,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 1,432,710 9 1,432,710

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 1,180,000 8 1,180,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成27年度以前は寄附に対する返礼品の贈呈は実施しておらず、返礼品の受領を目的としない真に町のためを思い寄附をしていただいている件数。
平成22年度は使途を特定した寄附(20,000千円)があり、金額が突出した。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

該当なし

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
紫波中央駅前住宅地
分譲広告業務

60 50 基金積立

２ 基金積立

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
　今後、宅地分譲が進むことにより、住宅建築等の経済効果が出てくる見込

・経済面以外での効果
　ー

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

住民にとっては寄附をしやすい環境が整ってきたと感じる。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

寄附金の額、指定された使途について広報誌へ掲載。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

税制改正等、寄附をしやすい環境となった。
地方創生に繋がる事業、寄附金の使われ方については今後検討していく。



【以上】

今年度から返礼品の送付を開始。今年度の状況を見ながら内容等の見直しを検討する。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

H27年度寄附分から返礼品を送付。
寄附をいただいた方へ感謝の意を表し、町のPRも兼ねる。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

町内で栽培された農産物や加工された商品を返礼品とし、農産物や商品のＰＲを図る。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 矢巾町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2 1,050,000 2 1,050,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3 160,000 3 160,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 1,210,000 5 1,210,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3 1,070,000 3 1,070,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2 55,000 2 55,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1 5,000 1 5,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3 180,000 3 180,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1 40,000 1 40,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 393,970 5 393,970

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税において期待する収入増に至っていない。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

町出身者やゆかりのある方へ機会ある毎にＰＲしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 介護予防 14,835 1,000 未定

２ 小学校図書購入 1,601 210

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果については特に生じないものの、介護予防に係る取り組みや、小学校の定期的な図書購入の推進が図られた。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ワンストップ特例制度は全国の郵便局から振込み手数料の負担なく納税できる点で良い制度であると認識している。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

平成26年度に寄附金取扱要綱を定め、町ホームページで公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

貴重な収入源であるとともに、特産品の販売促進に繫げたい。



【以上】

　 寄附者に対するお礼と併せ、特産品の販売促進に繫げるべく、昨年9月寄附分から返礼品の送付に取り組んで
いるところであるが、現行の1割未満の返礼割合については今後見直しが必要と考えている。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

　返礼割合の高い特産品等を送付する自治体があることから、純粋にふるさとを応援したいという制度の主旨が揺
らいでいると感じており、制度本来の主旨を維持するための対応を望む。

返礼品は平成26年9月寄附分から3万円以上の寄附に対し希望により送付している。
寄附者に対するお礼や、寄附金の増に繋げるための取り組みとして必要と判断したため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

町の特産品を返礼品とし、販売促進に繫げたい。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 西和賀町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4,768 42,508,500 4,768 42,508,500

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11 220,000 11 220,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,576 11,177,000 1,574 11,167,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 430,000 5 430,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4 140,000 4 140,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 710,000 16 710,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 772,000 10 772,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

17 617,200 17 617,200

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

17 648,700 17 648,700

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

5,000円以上の寄附者に特産品（返戻品）を贈呈、インターネットでの申込が可能、クレジットカード決済が可能と
なった

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

事業を具体的に明示（緊急災害支援）、ふるさと会でのＰＲ

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 基金積み立て

２ 基金積み立て

３ 基金積み立て

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

.

地域の産業振興につながっていることは確かだが、寄附金額が大幅に増えてから１年に満たないこともあり、経済面以外の効果については、不明です。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

手続きが煩雑であり、業者委託では本末転倒である。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

行っている。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

都市部での同制度の活用が気になる。



【以上】

特に見直しは行っていない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

ワンストップ特例制度の簡素化を望む

返戻品を送付している。特産品と情報を送ることで、町の魅力を知ってもらい、味わってもらうことで町のファンになってもらう

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

乳製品、米、山菜、お菓子、花、地ビール等。町、地元金融機関及び町内事業者とが連携し、地域産業振興に向
けた取り組みを行う中で、ふるさと納税制度の勉強会を実施し、特典の内容についても協議した。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 金ケ崎町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3 80,000 3 80,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 1,100,000 5 1,100,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

19 2,670,000 18 2,660,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

17 1,510,000 17 1,510,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4 670,000 4 670,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3 480,000 3 480,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1 50,000 1 50,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12 570,000 10 450,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4 219,410 3 200,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

現時点では、HP掲載によるPRのみであり、特になし。今後改善の余地あり。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

返礼品を充実させていないことから、企業の代表者をはじめとして、純粋に町を応援したいと考えてくれている方の
寄附がほとんどである。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 基金積み立て 基金積み立て

２ 基金積み立て 基金積み立て

３ 基金積み立て 基金積み立て

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

寄附者の利便性等を考慮した改正は、とても良いことだと思う。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

受入れごとに寄附者の意向を踏まえ、広報紙で公表している。また、年度ごとに状況を公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

制度が普及し、ふるさと納税を行う方々が増えている。取り急ぎ返礼品を充実させ、地元産品の消費拡大、PR、活
性化につなげたい。それとは、同時に返礼品競争ではなく、当町らしい事業を設定し、本来の目的である、当町を、
事業を応援してくれる方々を増やすような工夫をしていきたい。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

当初、米（5キロ）だけの返礼品であったが、それでは不十分であることから、返礼品の種類を増やしたほか、寄附金
額に応じて内容に変化を持たせた。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

当制度によって、地元住民以外の応援者の状況を把握できると共に、地域活性化及び地方の意欲向上につながっているの
は、とても良いことだと思う。今後については、返礼品も地元の魅力のPRとして大事だとは思うが、地方公共団体をはじめとし
て、本来の制度の目的は忘れないようにした方がよいと思う。

地元産品のPR及びお礼として返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

町内で生産された農畜産物等のPRを兼ねて、米、牛肉、日本酒など。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 平泉町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 830,000 4 780,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1 10,000 1 10,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 643,000 8 643,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 2,334,300 5 2,170,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 413,500 3 83,500

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 1,218,200 6 1,118,200

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2 2,000,000 0 0

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 910,000 8 810,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4 4,000,000 4 4,000,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

金額の多い年は、大口の寄附者がいるためであると考えられる。件数的には年10件程度。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

関東方面に在住の平泉町出身の方々で作る「ふるさと平泉会」の総会の際にふるさと納税のチラシを配ったり、何に使われて
いるかなど周知している。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
小学校教室扇風機
取付及び修繕事業 5,124 2,000

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
※　一般財源の支出が抑制された。

・経済面以外での効果
※　地球温暖化により６月～９月まで高温の時期が多く、授業を受ける児童の健康面が心配されていたが、各教室に扇風機を２台づつ設置し、児童の健康面
の不安が若干は解消されたと考えられる。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

税制改正は利用者（寄附する方）のメリット及び利便性が図られたと考える。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

各年度の実績額はホームページにおいて公表。事業内容については公表はしていないが、問い合わせ（議会等）
があった場合に公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

この制度は、寄附をした方、された方、お互いのメリットがありよい制度と考える。この寄附は町の自主財源となることから、町の
事業推進に欠かせず、今後、頂いた寄附のおかげでこのような事業ができたということをＰＲし、地方創生の推進につなげてい
きたいと考える。



【以上】

当町では、寄附を頂くための過度な返礼品（写真掲載及び金額提示無し）とは考えられず、特に見直しは考えていない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

寄附者に対するお礼として、返礼品（特産品）を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

ふるさとを思い出していただくという視点で、町内で生産及び加工された、平泉町でしか買えない品物（飲食品）を
返礼品としている。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 住田町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 1,160,000 4 660,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 2,040,000 5 2,040,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

18 4,695,000 17 3,945,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

15 2,715,000 14 2,695,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 1,450,000 8 1,450,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

36 4,305,000 36 4,305,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2 630,000 2 630,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2 210,000 2 210,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 290,000 8 275,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ｃ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

H23.3.11に発生した東日本大震災において、当町で取り組んだ木造応急仮設住宅の建築に共感を得た方からの
寄附が急増したものと推測される

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

森林・環境教育に関する事業森林を活用した町づくりに関する事業ふるさとの森林づくりに関する事業

③②①

今年の10月より使途事業の見直しと返礼品の開始を行う。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 基金積み立て

２ 基金積み立て

３ 基金積み立て

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

充当事業がないため、不明

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

制度の本来の趣旨に沿った、寄付者への特典として、控除額の引き上げは良いと思われる。一方で、寄付者が多
い自治体は減収につながるので、そのあたりのバランスが気になるところ。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

町ホームページにて、使途事業の照会とともに受領額の実績を掲示している。事業充当していないため、活用状況
の報告をしていない

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

地場産品を贈ることで地域の活性化につながる物として、返礼品を開始したと思われるが、今年4月に発出された総
務大臣通知のとおり寄附金の対価として受け取られかねない内容もあるものと推測する。制度の趣旨を今一度浸透
させるよう、国である程度の制限を加えても良いと思う。



【以上】

上記の通り、町民所得の向上と地場産品の全国展開を目的に今年10月から返礼品を開始する。返礼品はあくまで
も寄附に対する感謝の気持ちを表現する物なので、商品を売り込むことよりも紹介することをメインとしている

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

上記６．７．８のとおり

従来は、返礼品送付を行っていないが、町民所得の向上と、地場産品の全国展開を目的に今年10月から返礼品を
開始する。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

・町産米（5kg）　　・特産品セット（梅干しなどの乾物類）

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 大槌町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

314 29,401,665 301 29,169,165

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

137 10,261,550 129 9,625,645

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

392 24,738,667 375 22,540,762

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

303 36,847,046 284 35,321,696

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

322 28,652,779 299 26,695,779

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

382 43,633,228 355 41,639,908

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 1,170,000 ○ - - -

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

14 1,216,880 ○ - - -

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 1,435,000 ○ - - -

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

寄附の方法にクレジットカード決済を導入し、寄附者が寄附をしやすいよう、納付方法の選択枠を増やしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成23年度以降は、震災の影響により寄附者が増えたため。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 机・椅子購入事業 12,164,688 2,344,688
大槌緑いっぱいの
まちづくり事業 25,000,000

２ 環境整備事業 6,923,089 6,923,089 その他事業

３ 定住促進補助金 3,000,000 3,000,000

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

改正されたことにより、寄附者の増加が見込める。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

当町ホームページ内で、年度別の寄附金件数と寄付金額を公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

7年の間で、寄附者にとって良い改正が行われているので、今後も改正等を行い、ふるさと納税がますます
身近なものになり、地方活性化へ繋がって欲しい。

上記事業を行うことにより、事業に関わる企業等にも利益が生まれた。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

商品内容の見直しのため、協力企業の公募を行い、平成27年11月より新商品ラインナップで事業を開始予定。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

当町と地元事業者が力を合わせ、ふるさと納税制度を活用し当町の魅力をＰＲし、町への寄附の推進のために、
返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

海産物や町内で使える宿泊助成券。今までも地方発送等を行い、事業に対応できそうな業者を選定した。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 山田町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

488 11,024,890 487 10,924,890

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

82 7,112,000 82 7,112,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

202 11,724,000 202 11,724,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

145 9,237,000 145 9,237,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

161 9,550,455 161 9,550,455

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

181 47,294,516 181 47,294,516

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 1,234,000 6 1,234,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 1,156,000 5 1,110,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 623,000 6 623,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成23年度以降大きく増となったのは、東日本大震災によるもの。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

平成27年度より返礼品を開始。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 仮設住宅駐車場造成 9,999 6,020 充当未定

２ 道路舗装 12,697 1,858 充当未定

３ 小学校管理 3,378 1,636 充当未定

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
経済面の効果がある事業は特にない。

・経済面以外での効果
震災復興への支援に係る寄附が多く、復興への意識の高まりがあった。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

寄附をよりしやすい環境になった。制度周知についてはＨＰ等で告知予定。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

決算時、付属資料で公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

特色のある事業について明示し、寄附につながるよう検討したい。



【以上】

平成27年4月より返礼品を開始。町の特産品の紹介を主眼にしている（高額なものを取り扱うことは考えていない）。
特産品の見直しは行う予定（特産品の品数、時期は未定）

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

特になし。

返礼品送付している。
　地場産品を全国に広く発することで産業振興の一助とする目的（Ｈ27.4から特産品返礼開始）

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

殻つきカキ、ホタテ、鮮魚など海産物（加工品含む）
　町の海産物を全国に向けてＰＲする

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 岩泉町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,902 38,065,099 1,902 38,065,099

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

557 10,672,000 557 10,672,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1,976 35,146,000 1,976 35,146,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

33 6,503,000 32 6,443,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

41 7,032,111 41 7,032,111

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

68 23,616,041 55 11,215,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11 1,930,000 11 1,930,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 2,110,000 9 2,110,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

6 596,000 6 596,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

ふるさと納税の募集にポータルサイト「ふるさとチョイス」を利用し、寄附者の目に止まり、利用しやすいよう努めている。また、6月
から決済方法にクレジット決済を追加し、利便性の向上に努めている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成23年度以降、東日本大震災の復興支援のため全国からたくさんのご寄附をいただいたため増額となった。また、平成26年
度8月以降、寄附への返礼品の見直しを行ったことにより、寄附額が増額となった。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
保育施設災害
復旧事業

198,082 7,013
公立学校災害
復旧事業

2,363,509 24,792

２
公立学校災害
復旧事業

782,610 6,613
小本地区複合
施設備品整備

32,000 23,380

３
小本地区複合
施設整備事業

456,730 1,169
保育施設災害
復旧補完工事

8,000 4,132

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

平成27年度の税制改正が行われたことで、寄附者がふるさと納税をしやすい環境が整い、寄附が増えることは大変ありがたい
ことではあるが、ワンストップ特例制度を利用した寄附者の居住市町村への通知等の事務が滞りなく行われるか不安に感じる面
もある。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

平成26年8月の返礼品見直し後から公表は行っていない。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

　返礼品として町特産品を送付することで、当町の特産品を知っていただくきっかけとなり、それが新しい流通につながってい
る。地方創生へのふるさと納税の活用については、現在内部検討中であるため、具体的な事業はないが、ふるさと納税をきっか
けとして当町に直接来訪してもらう機会を作り、当町のファンになってもらい定住に結びつくような仕組み作りを検討したい。

・経済面での効果
　東日本大震災からの復旧復興事業にふるさと納税を財源の一部として充当した。そのため、ふるさと納税分だけを切り取って
経済面での効果を検証することは困難であるが、当該事業に地元業者も多数関わっていることで、地域経済の循環や雇用創
出の効果があったものと考えられる。

・経済面以外での効果
　復旧復興事業への進捗に効果があった。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

従前より返礼品が過剰にならないよう留意していたため、通知が出てからの見直しは行っていない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

マイナンバー制度が開始されてからのふるさと納税の事務処理がどのようになるか、今後の動向を注視したい。

町の地場産品のPR、産業の振興のため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

町の産業振興に資するため、ヨーグルト、短角牛、龍泉洞の水等、町の特産品を返礼品としている。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 田野畑村

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

33 1,138,000 31 628,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

40 2,947,500 38 2,737,500

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

68 3,632,500 64 3,322,500

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

80 6,030,000 71 5,710,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

74 4,260,000 64 3,855,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

80 6,535,000 72 6,335,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

43 5,740,000 36 5,500,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

42 3,770,000 34 3,590,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

74 1,280,000 60 700,500

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

制度の趣旨を踏まえ、在京ふるさと会などで重点的にＰＲしている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

震災後まもない平成23～25年度は件数が伸びたが、金額は高額寄附者の有無に左右される状況である。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
シロバナシャクナゲ
群落再生事業 1,341 1,341

再生可能エネル
ギー等導入促進事
業

2,807 1,404

２
再生可能エネル
ギー等導入促進事
業

2,452 1,226
小学校ステップアッ
プ事業（楽器購入） 990 990

３
協働の地域づくり推
進事業（地域除雪交
付金）

500 500

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

上限額引き上げ、ワンストップ特例のいずれも、より一層の寄附を促す仕組みとして評価している。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

年２回、事業報告書をまとめ、寄附者に送付するとともに、村内で全戸回覧し、村ＨＰにも掲載して広く公表してい
る。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

制度の創設はありがたい。地方創生との関係など今後の展開についてはこれから検討を要する。

・経済面での効果
　　特にない

・経済面以外での効果
　　これまで必要性がありながらも、財政的事情で実施が困難だった事業に取り組めるようになった。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

―

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

―

現時点で返礼品の送付は行っていない。過度の返礼は、制度の趣旨を損なうものと考えている。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

―

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 普代村

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

125 2,348,500 113 1,117,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2 30,000 1 10,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

107 1,420,500 99 1,315,500

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13 355,000 10 325,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 595,000 8 595,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

46 6,862,282 41 5,936,311

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4 410,000 3 360,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 283,000 2 43,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

28 870,000 3 90,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

ポータルサイトやクレジット決裁の導入

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成23年度は震災復興目的の寄付金、平成26年度～平成27年度は平成26年12月からのポータルサイト導入が増加の要因となっている。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 基金積み立て

２ 基金積み立て

３ 基金積み立て

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

優遇制度として永続的に続けていただきたいこと

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

毎月発行の広報紙に掲載

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

現在、ポータルサイトを導入し、地域特産品等を御礼の品に選定しており、今後も継続することで地域産業の活性化に結び付けていく

現時点での財源活用はない

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

過剰となる返礼品の送付は行っていない

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

特になし

「青の国ふだいPR便事業」として、普代村の名称のブランディングと地域産業の活性化に結び付けるため、地域特産品を御礼の品として送付している

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

水産加工品等（産業の活性化につなげるため）

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 軽米町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3 150,000 3 150,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4 180,000 4 180,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

11 450,000 11 450,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

45 800,000 9 440,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

10 500,000 10 500,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 610,000 9 610,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 320,000 7 320,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 350,000 8 350,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

13 503,000 12 500,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

・在京軽米会会員へのリーフットの配布によるＰＲ
　町出身者の組織であり、ＰＲ効果が高いと追われる。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

町出身者の在京組織「在京軽米会」へのＰＲの効果か、平成23年度に若干の伸びがみられたが、以降はほぼ横ば
いで推移している。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 基金積み立て

２ 基金積み立て

３ 基金積み立て

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

寄附者の利便性が向上し、都市部と地方という関係の中での地方としては、歓迎すべき制度改正と考えている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

町のホームページで地域別、使途別の受入額と氏名を公表（氏名は公表を可として寄附者のみ）

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

これまで受入総額が少なかったことから、一定規模まで積み立てることとし、具体的事業への充当が行っていない
が、寄附者の関心を高めるためにも、具体的事業を示し、充当も行っていきたい。
また、返戻品の見直しにより、昨年度から特産品を送っているが、寄附件数の増加により、特産品の安定生産と交
流人口の増加につなげていきたい。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

平成25年度まで、寄附金額の多少にかかわらず、一律に600円相当の特産品（雑穀商品）をお礼品として送ってき
たが、寄附件数・金額の増を図るため、昨年度の中途に返戻品を見直したもので、総務大臣通知等の趣旨を踏ま
えているものと理解している。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

特になし

・返戻品送付有
　寄附者は、控除対象外の2,000円を負担することになるが、その負担感をなくするとともに、利得感が得られること
で、寄附件数の増加を図りたい。また、特産品のＰＲと安定生産につなげていきたい。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

・食料品を中心とした町の特産品
　町の個性をＰＲするためには、特産品が最も適していると考えられる。また、特産品の安定生産への寄与も期待で
きる。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 野田村

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

217 3,634,000 ○ 217 3,634,000 ○

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

155 4,352,000 ○ 155 4,352,000 ○

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

231 7,467,000 ○ 231 7,467,000 ○

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

266 7,947,000 ○ 266 7,947,000 ○

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

299 8,703,000 ○ 297 8,683,000 ○

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

372 14,412,500 ○ 372 14,412,500 ○

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

251 2,025,250 ○ 251 2,025,250 ○

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

127 3,498,602 ○ 127 3,498,602 ○

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

53 3,795,800 ○ 53 3,795,800 ○

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

震災の年に件数・金額共に最高であり、それ以降は減少傾向にある。復興支援を理由とした寄附が、震災の風化等により減っ
てきたことが要因と考えられる。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

在京村出身者の会合にて、ふるさと納税に関する情報や資料を提供している。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 防犯灯設置事業 2,226,000 2,226,000 未定

２
エンゼル祝金・少子
化対策事業 892,000 892,000

３
久慈工業高校を守
り育てる会 500,000 454,000

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

・経済面での効果
商品券発行により、村内の商店の売り上げ向上

・経済面以外での効果
住民サービスの向上（住民が夜間でも安全且つ安心して通行することが出来ている、子どもの健全な育成に役立てている）

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

寄附する側のメリットが増え、国のふるさと納税に対する期待が伺える。
ワンストップ特例制度の申請書様式を村ＨＰに置くことで、容易に特例制度を申請できるようにしている。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

村ＨＰ上にふるさと納税のページを設け、ふるさと納税の案内と受入額実績を公表している。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

全国民に対して村のＰＲを行える貴重な制度。今後も村の魅力を発信し、寄附金を村の事業に充てることで住民
サービスを充実させ、村の活性化に繋げていきたい。



【以上】

詳細は未定であるが、返礼品に関する検討会を実施する計画はある。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

寄附に対するお礼と当自治体のＰＲを兼ねて、返礼品を送付している。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

返礼品は村の特産品を用意しており、村の魅力をＰＲできるものであることや仕入れから発送までを考慮した上で選んでいる。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 市区町村名 九戸村

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1 10,000 1 10,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2 510,000 2 510,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

4 550,000 4 550,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3 70,000 3 70,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

2 20,000 2 20,000

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

1 10,000 1 10,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

3 30,000 3 30,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 189,000 9 189,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

0 0 0 0

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

平成21年を除いて、年に数件で減少傾向にある。平成25年には、金額の大きな寄附があったため、大幅な増額と
なった。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

九戸村のホームページや、村出身者によるふるさと会でのＰＲを中心としている。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 平成26年度のふるさと納税による寄附の使い道は、村におまかせするとのことだったので、一般寄附として扱ったため、特定の事業への充当はおこなわなかった。

２

３

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ふるさと納税による寄附が行いやすくなり、よいのではないか。今後、村での取り扱いなどについて広報を行ってい
く予定。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

広報は行っているが、実績額等の公表は行っていない。具体的な事業の選択は行っておらず、事業の内容や実績
等の公表は難しいと思われるため。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

ふるさと納税制度が広く認識されており、地域の活性化につながる例も見受けられることから、今後の九戸村の発展
のためにも活用していきたい。



【以上】

今後、見直しを行う予定。その中で、返礼品の用意や方針について検討する。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

返礼品の送付は現在行っていない。現在の寄附の状況から、返礼品による効果が十分ではないと考えられるため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 洋野町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

62 2,706,740 60 2,676,740

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 1,650,000 4 1,630,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

14 5,480,000 11 5,410,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

14 4,193,000 12 4,163,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12 4,500,000 11 4,470,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

22 4,508,000 20 4,388,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 2,340,000 6 2,290,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

5 3,190,000 5 3,190,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 360,000 8 310,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

返戻品の設定により、ふるさと納税専用サイト（ふるさとチョイス（無料版））に情報を掲示した。

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

27年度から返戻品制度を設けたため、件数は飛躍的に増えている。23年度以降は震災復興目的の寄付が増えた。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

※事業に要するほどの寄付が集まっていないため、活用した事業はないもの。 （単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１ 基金積み立て

２ 基金積み立て

３ 基金積み立て

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

ワンストップ特例は、申し込み手続きを要するためか、希望者が少ない。
工夫している点については特になし。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

返戻品を設定以降、広報誌に受入実績を公表した。

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

都市部からの資金を獲得するためには、有効な手段であり、地方にとってはチャンスであると考えられる。
一方で、返戻品の豪華合戦や、取扱事業者への支出増などで、納税の趣旨から外れてきている点は否めないと思
う。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

設定時点で、大臣通知の趣旨に沿わない内容はなかったため、見直しは行っていない。

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

結果的に返戻品目当ての制度になっており、税の趣旨そぐわない点に違和感を感じている。「納税」という名称を変
えたほうが良いのではないか。

町の特産品を宣伝する機会ととらえ、返戻品を送付することとしている。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

海・山両面の特性を持つ町の特産品を用意。天然ホヤ、生ウニ、アワビなどは、流通量が限られ町外の店頭では指
定して購入できないようなもの。山のものや海産物の加工品は、特色があり、季節や天候に左右されないものを選
んだ。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。



都道府県名 岩手県 市区町村名 一戸町

＜Ⅰ．ふるさと納税の受入額について＞

１．

①－１　平成27年4月～9月末までの寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

17 1,470,000 16 1,370,000

①－２　平成26年4月～9月末までの寄附額の実績　

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12 11,000,000 11 1,000,000

②　平成26年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

17 11,360,000 16 1,360,000

③　平成25年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

16 2,460,000 16 2,460,000

④　平成24年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12 770,000 12 770,000

※ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合には、寄附金収入全体をふるさと納税として、普通決算統計上の寄附金額を
回答していただいても結構です。

※数字を入力する場合には、半角で入力してください。

ふるさと納税に関する現況調査

平成27年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

これまでのふるさと納税の受入金額の実績について記入してください。

※寄附件数及び寄附金額については、各市区町村（各都道府県）で「ふるさと納税」と整理しているものを記入してください。（その結果とし
て、ふるさと納税の募集等を開始する以前の年度等の寄附について「０」との回答をいただくこともあり得ます。）

※市区町村内・市区町村外（都道府県内･都道府県外）からの寄附の区別ができない場合は、右欄には「－」を記入してください。

※個人からの寄附件数・金額を記入してください。ただし、個人・法人からの寄附の区別ができない場合は、合算額を記入し、「個人・法人を
区別することができない」に○を入れてください。

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成26年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成25年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成24年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成26年4月～9月末までに受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない



⑤　平成23年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

12 1,610,000 11 610,000

⑥　平成22年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

7 392,000 7 392,000

⑦　平成21年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

8 288,000 8 288,000

⑧　平成20年度の寄附額の実績

寄附件数 寄附金額 寄附件数 寄附金額

（件） （円） （件） （円）

9 390,000 9 390,000

＜Ⅱ.ふるさと納税を募集する際の取組について＞

①…選択できる　　　　　　　②…選択できない
①

Ａ

（上記寄附金額の実績について、ふるさと納税とそれ以外の寄附を明確に区分していない場合で、普通決算統計上の寄附
金額を記入した団体にあっては、下記記入欄に「○」を記入してください。）

③②①

使途の公表・・・寄附をしてくださった方への説明責任として

平成20年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

平成23年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

ふるさと寄附金の制度が浸透していることに伴い、寄附件数・金額が増えている。

・以上の実績額の推移についての考えを記入してください。大きな増減がある場合は、考えられる理由を記入してくだ
さい。

・（上記で①を選択した場合）選択できる範囲について該当するものを選択してください。

Ａ…分野を選択　　　　Ｂ…分野又は具体的な事業を選択　　　　Ｃ…具体的な事業を選択

・（上記でＢ・Ｃを選択した場合）具体的な事業名について、代表的なものを３つ記入してください。

３．ふるさと納税を募集する際に、使途（ふるさと納税を財源として実施する事業等）を選択できるようにしていますか。

２．ふるさと納税を募集する際に工夫している取組について記入してください（ふるさと納税を財源として実施する事業
を具体に明示する、出身者の集い等の機会に重点的にＰＲする等）。また、その工夫をすることとした理由を記入してく
ださい。

個人・法人を区別することが
できない

左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

個人・法人を区別すること
ができない

個人・法人を区別することが
できない

平成21年度に受け入れた寄附件数、金額 左記のうち、市区町村外(都道府県外）からの寄附に係るもの

個人・法人を区別すること
ができない

平成22年度に受け入れた寄附件数、金額



＜Ⅲ.ふるさと納税に係る寄附金を活用して実施した（する）事業について＞

（単位：千円）

うち、ふるさと納
税充当額

うち、ふるさと納
税充当額

１
一戸夢ファーム
農業担い手育
成補助金

10,000 5,090
一戸夢ファーム
農業担い手育
成補助金

10,000 500

２
過疎地域自立
促進特別事業
基金積立金

53,210 5,000
過疎地域自立
促進特別事業
基金積立金

7,513 500

３ 医学生奨学金貸付金 3,279 300 医学生奨学金貸付金 3,238 290

※返礼品等に要したものやふるさと納税事業に係る事務費等は除きます。

７．平成27年度税制改正（特例控除の上限額の引上げ、ふるさと納税ワンストップ特例制度の創設）について、どう受け
とめていますか。また、広報や、ふるさと納税ワンストップ特例制度の運用において工夫している点（予定を含む。）があ
れば、併せて記入してください。

利用者にとって特例の理解が難しそうである。

事業名 事業費
区分

・上記事業の実施がどのような効果を生んでいますか。また、どのような効果を期待していますか。経済的効果やそれ
以外の効果について、それぞれ記入してください。

５．ふるさと納税の受入額実績や活用状況について、特定のページを設けるなど広報媒体（団体ＨＰ、広報誌等）を活
用した公表を行っていますか。また、広報媒体での広報自体は行っているものの、各年度の実績額や事業内容等を詳
しく公表していない場合については、その旨と理由を記入してください。

パンフレット（Ａ４裏表）、町ＨＰ、町広報誌（年に１回）

＜Ⅳ.その他＞

６．平成20年度にふるさと納税制度が創設され７年が経過しました。今後、どのように地方創生に繋げていくかも含め、
ふるさと納税制度についてどう考えているか記入してください。

あくまでも寄附行為であるため、寄附してくださる方の善意を大切にしていきたい。寄附者の当町への思いを地方
創生に繋げたい。

・経済面での効果
※　目立った効果はまだない。

・経済面以外での効果
※　新規就農者４名、農業研修生２名、将来当町に勤務予定の医学部生１名。

４．ふるさと納税を財源として実施する事業について、平成26年度実施事業及び平成27年度実施事業（予定を含
む。）をそれぞれ３つ（（ふるさと納税充当額が多い順に３事業）について、「事業名」、「事業費」、「事業費のうちふる
さと納税充当額」）を記入してください。

平成27年度実施事業平成26年度実施事業

事業費事業名



【以上】

８．ふるさと納税に対する返礼品送付について、返礼品を送付している場合、返礼品を送付していない場合いずれも、
その旨とその理由を記入してください。

見直しを行う予定なし

１０．その他、ふるさと納税制度に対する意見がありましたら、記入してください。

送付している。寄附者に対する感謝と、ふるさとの様子を感じてもらうため。

※ここでいう「返礼品」とは、特産品等の物品や、施設の利用などのサービスが受けられる権利などのような、経済的価値を有するものを広く含むものです。

・（返礼品送付有と回答した場合）返礼品について、どのようなものを用意しているか、その返礼品を選んだ視点なども
含めて記入してください。

町特産品。ふるさとの様子を感じてもらうため。

９．返礼品をめぐるこれまでの議論や、平成27年４月１日の総務大臣通知等を踏まえ、ふるさと納税の募集方法におけ
る返礼品の取扱いについて、見直しを行いましたか。また、今後、見直しを行う予定はありますか。見直し内容、時期、
方向性等について記入してください。
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